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【要旨】 

本研究は，コスト縮減等の観点から提案が増えてきている連続カルバート等の橋梁構造と土工構造の境界的な

構造や，橋梁構造等と土工構造の境界部等に人工材料を用いた構造体を有する構造など，要求性能に基づき設計・

照査する手法が確立されていない新しい形式の道路構造の性能検証法の提案を目的として行うものである．平成

26 年度は，アーチカルバート構造を用いた新形式構造に関する検討として，2 種類のヒンジ式プレキャストアー

チカルバートによる正負交番載荷実験を行い，その損傷過程や終局状態を明らかにした．

キーワード：アーチカルバート，変形能，損傷過程、終局状態

1． はじめに 

道路構造物に関する技術基準の性能規定化に伴い，コ

スト縮減等の観点から連続カルバート等の橋梁構造と土

工構造の境界的な構造や，橋梁構造等と土工構造の境界

部等に人工材料を用いた構造体を有するものなど新しい

形式の道路構造が多く提案されてきており，今後も増加

することが想定される．しかし，このような道路構造物

に対して，要求性能に基づき設計・照査する手法は確立

されていないことから，これまで独自の解釈による方法

で性能を満足していることを検証しているのが実状であ

る．このため，本来必要とされる十分な検証がないまま

採用され供用開始後に不具合を生じる可能性や，適切な

安全性が確保されていない構造物が設計されている可能

性などが懸念される．結果として，道路管理者は安全性

に対する確証や説明責任を果たせないおそれ等から新技

術の導入を避け，開発者は技術提案をしても採用されな

いことから開発の意欲がそがれることとなる．これは，

安全性やコスト縮減等の観点でより合理的な新形式の構

造があってもそれが採用されないという社会全体として

の不利益につながりかねないことから，より優れた構造

が採用されやすい環境整備が必要である． 

本研究は，安全性やコストの観点等から社会資本の機

能を増進するとともに，要求性能に応じた合理的な新形

式道路構造物に関する技術開発や採用がしやすい環境を

整えるために，従来の道路構造物と同様の観点から担保

される安全性や供用性等の統一的な評価を可能にするた

めの性能検証法の提案を目標としている． 

平成 26 年度は，写真-1 に示す連続アーチカルバート

構造のような新形式道路構造物に使用されているヒンジ

式プレキャストアーチカルバートを対象に、アーチカル

バート単体の地震時限界性能を明らかにするための正負

交番載荷実験を行った．また，図-1に示すフーチングを

有しない一柱一基礎構造を対象とし，まず，細長比パラ

メータの大きい供試体も含む電縫鋼管の正負交番載荷実

験を行い，その耐震性能について検討を行った．次に，

突出長および地盤種別の違いが構造の水平挙動や地盤の

水平抵抗特性に与える影響を明らかにするため，遠心載

荷装置を用いた構造－地盤系の正負交番水平載荷試験を

行った． 

2． 課題の整理 

2.1 アーチカルバートの地震時限界性能に関する検討 

過年度より取り組んできたアーチカルバート単体構造

が有する耐荷性能や耐震性能の数値解析による検証 1)，2) ，

3)の結果では，ヒンジを設けた構造形式のアーチカルバ

ートは，支持地盤の不同沈下や偏土圧そして地震時外力

といった一般的な常時状態と異なる外力を受けた場合，

ヒンジを設けない剛性の高いアーチカルバートに比べて

部材の変形が生じやすく，損傷を受けやすいことが明ら

かになっている．特に，地震時外力に対しては，レベル
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２地震動のような大きな外力を受ける時は，塑性化する

部位や塑性化の度合いが異なるという結果が得られてお 

 

り，ヒンジを有するアーチカルバートは外力に対して感

度が高い傾向にあることが明らかとなっている． 

また，写真-1のような連続アーチカルバート構造を対

象として，端部に位置する橋台とアーチカルバートの離

隔の差異が地震時に相互に与える影響に関する数値解析

による検討 5)では，離隔が小さい場合にアーチカルバー

トと橋台間の地盤の変形が拘束されることで，アーチカ

ルバート部材や橋台および基礎杭の発生断面力が概ね小

さくなる傾向が得られており，この解析の条件範囲内で

は，隣接設置されたアーチカルバートおよび橋台は，そ

れぞれ単独で設計を実施しても安全側の設計となること

が示された． 

昨年度までに，アーチカルバートの性能評価手法の確

立の一環として，場所打ちコンクリートによるアーチカ

ルバート単体の正負交番繰返し載荷実験を行い，地震時

の損傷過程および終局状態の確認を行なった．その結果，

場所打ちコンクリートによるアーチカルバートは載荷に

従い側壁基部の塑性化が進行し，アーチ肩部の断面力が

増大したため，アーチ肩部でのせん断破壊に至ったこと，

および終局状態における変形が内空を押し上げる形とな

ったため，終局に達した後も上載荷重が保持され続ける

ことを確認した．本年度は，正負交番繰返し載荷実験を

2 種類のヒンジ式プレキャストアーチカルバートを対象

とし，場所打ちコンクリートによるアーチカルバートと

同様に損傷過程や終局状態といった地震時における限界

性能を明らかにした． 

2.2 フーチングを有しない一柱一基礎構造の耐震性能

に関する検討 

フーチングを有しない多柱式ラーメン構造は，図-1に

示すように，一柱一基礎構造で構成されるラーメン形式

構造である．本構造は，港湾施設の直杭式横桟橋に類似

する構造であり，海外ではペデストリアンデッキ等の下

部構造として採用実績がある．また，日本国内の道路橋

としては新形式であり，道路橋に関する現行基準のひと

つである道路橋示方書 6)（以下，道示と称す）が想定す

る構造とは，①使用する鋼管は主に電縫鋼管であるほか，

細長比パラメータが一般の橋脚より大きいこと，②山岳

傾斜地に建設されることが多く，橋軸直角方向に突出長

の異なる柱－杭一体部材を配置することになる，主に砂

質土および粘性土の崖錐層に杭を根入れする等の相違が

ある．このような構造に対する柱および杭（以下，柱－

杭と称す）の弾塑性挙動や地盤抵抗特性等をはじめとす

る耐震性能評価手法は，十分に明らかになっていないの

が現状である．さらに，それらの課題の他にも，疲労や

劣化に対する耐久性能や主桁と柱の剛結部の性能評価手

法等，本構造の設計手法確立のために解決すべき課題は

まだある． 

写真-1 連続アーチカルバート構造の事例 4) 

図-2 2ヒンジアーチ構造 

図-3 3ヒンジアーチ構造 

 定着部

（無収縮モルタル充填）

高力曲がりボルト

(防錆加工）

ヒンジ接合部

連結孔

（モルタル充填）

高力曲がりボルト

(防錆加工）

 

図-1 フーチングを有しない多柱式ラーメン構造のイメージ 



⑮-1  性能規定化に対応した新形式道路構造の評価技術に関する研究 

 

 

 - 3 - 

以上の課題を解決するため，本研究では第一段階とし

て，本構造の耐震性能評価手法を確立することを主目的

とする．目的達成のための技術的課題を以下に記す． 

①細長比パラメータが大きい電縫鋼管の弾塑性挙動の評

価 

道示の細長比パラメータの適用範囲を超える範囲に

おける電縫鋼管の耐荷性能を明らかにし，耐震性能評

価手法開発のための検討を行わなければならない． 

②フーチングを有しない構造の挙動および地盤抵抗特性

の評価 

突出長の異なる各部材について，砂質土および粘性

土に対する地盤抵抗特性を明らかにする． 

 

3． ヒンジ式プレキャストアーチカルバートの地震時限

界性能の検討 

頂版部がアーチ形状をしたアーチカルバートは，土圧

を軸力として利用することで曲げに抵抗しており，条件

によっては矩形のボックスカルバートに比べ合理的な断

面を作ることが出来る抗土圧構造である．その一方で，

地震時外力のような偏荷重を受ける場合においては周辺

の地盤条件の影響を受けやすい構造であり，この傾向は

特に部材間をヒンジ接合としたヒンジ式アーチカルバー

トで顕著である 1)．また，地震時における鉄筋コンクリ

ート構造物の安全性を適切に評価するためには，構造物

の損傷過程や終局状態を明らかにすることが重要である． 

ヒンジ式プレキャストアーチカルバート工法の代表例

には，2 ヒンジ式アーチカルバート工法 2)と 3 ヒンジ式

アーチカルバート工法 3)（以降，2ヒンジアーチ，3ヒン

ジアーチと称す）の2工法が存在する．本研究ではこの

2 つのアーチカルバートを実験対象とした．これらの耐

震性能に関する研究は，これまで様々な振動実験や解析
例えば7）8）が行われており，一定の耐震性能を有することを

確認している．しかしながら，これらの研究では，構造

物の地震時の安全性を評価するために重要な，終局に至

るまでの損傷過程や終局状態そのものを明らかしたもの

ではないため，地震時の性能評価手法を確立するには至

っていない． 

そこで本研究では 2 種類のヒンジ式アーチカルバー

トの性能評価手法確立を目的として，模型供試体実験を

実施した．実験では地震による繰り返し載荷を模した正

負交番荷重を構造物が終局に至るまで作用させ，損傷過

程や終局状態を確認することで，安全性に関する地震時

限界性能の評価を行った． 

3.1 実験条件 

3.1.1 2ヒンジアーチの構造特性 

2ヒンジアーチは図-2 に示ようにプレキャストコンク

リート製の頂版部材と左右の側壁部材，場所打ちコンク

リートによる底版部材の計4部材で構成される構造であ

る．部材間の接続は，頂版と側壁との継手はナックル形

状のヒンジ接合，インバートと側壁とは鉄筋機械継手に

よる剛接合となっている．ヒンジには図-2に示すように

  a）2ヒンジアーチ    b）3ヒンジアーチ 

図-4 設計断面図(単位mm) 

表-1 材料物性値 

設計基準強度 40 N/㎜2

弾性係数 31 kN/㎜2

降伏強度 345 N/㎜2

弾性係数 200 kN/㎜
2

コンクリート 14 N/㎜
2

せん断 0.55 N/㎜
2

鉄筋 180 N/㎜2

躯体自重 24.5 kN/m3

土被り 2.0 m

埋戻し土 19 kN/m
3

T-25

10 kN/m
2

土圧係数 0.3

変形係数 42000kN/m3

支持条件 ばね基礎
境界条件

鉄筋コンクリート構造

活荷重

構造

コンク

リート

鉄筋

材料

許容応力度

荷重条件

写真-2 供試体設置概要写真（2ヒンジアーチ） 

水平載荷装置 

軸力載荷装置 

PC鋼棒 
固定ブロック 

水平載荷装置 
鉛直力 

水平力 
(変位) 

 

水平力 
（変位） 

 

正負 

交番 

写真-3 供試体設置概要写真（3ヒンジアーチ） 

鉛直力 

水平力(変位) 

 

水平力(変位) 

 

正負 
交番 

PC鋼棒 
固定ブロック 

水平載荷装置 軸力載荷装置 

水平載荷装置 

鋼材基礎 
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頂版の脱落防止対策としての曲がりボルト（M24（10.9））

を挿入しており，ボルト周りは腐食防止のためのモルタ

ルを充填している． 

3.1.2 3ヒンジアーチの構造特性 

3ヒンジアーチは図-3に示すように 2つのプレキャス

トアーチ部材を左右千鳥状に組み立て，その周辺に盛土

を施工し，クラウンと基礎にヒンジを有する3ヒンジ構

造のアーチカルバートを構築する工法である．ヒンジは

クラウンがナックル形状，脚部はキーウェイと呼ばれる

場所打ちの基礎にアーチ部材を挿入し，アーチ部材とキ

ーウェイとの間にモルタルを充填する構造となっている．  

3.2 実験概要 

本研究では終局までの載荷を想定しており，供試体の

崩壊による危険を回避するため，写真-2および写真-3に

示すように，実験供試体は函体軸が鉛直方向になるよう

に横倒しで設置した．供試体は固定ブロックを介して反

力壁にPC鋼棒によって固定した．鉛直方向については供

試体の水平変位挙動に追従できる軸力載荷装置を用い，

周辺地盤からの土かぶり圧を模擬した荷重を，水平方向

については左右2台の油圧ジャッキを用いて水平土圧を

模擬した荷重を載荷した．また3ヒンジアーチの基礎は

不等沈下が生じにくい良質地盤が設置の前提条件である

ため，供試体では鋼材（H-400×400）2 本を用いた剛性

の高い構造とした． 

3.2.1 実験供試体の設計および載荷方法 

本研究で対象としたアーチカルバートの内空幅は，道

路土工カルバート工指針 9)における場所打ちコンクリー

トによる従来型アーチカルバートの適用範囲 8.0m を超

える 8.5m 程度とした．また土かぶり条件は図-4 に示す

ように2.0mとし，常時の荷重条件にて場所打ちアーチカ

ルバートの慣用設計法を採用し断面諸元を決定した．設

計で使用した材料物性値を表-1に示す．コンクリートの

a）設計断面（2ヒンジ）     b）実験断面（2ヒンジ）     c）設計断面（3ヒンジ）   d）実験断面（3ヒンジ） 

 

 
（2ヒンジ） 

 

 

図-5 解析モデル図 

a）曲げモーメント図           b）軸力図（2ヒンジ）     c）曲げモーメント図         d）軸力図（3ヒンジ） 

（2ヒンジ）                                            （3ヒンジ） 

図-6 断面力比較図 

a）2ヒンジアーチ 

b）3ヒンジアーチ 

図-7 実験供試体の構造配筋図 
（単位:㎜，鉄筋本数は奥行方向1mあたり） 
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設計基準強度は40N/㎜ 2，鉄筋の許容引張応力度は180N/

㎜ 2とした．  

次に図-5 a）c）に示すような常時荷重により生じる断

面力を実験供試体に再現させるため，載荷ジャッキによ

る荷重値および支持条件を事前解析により決定した．な

お2ヒンジアーチでは，底版の支点位置は固定ブロック

幅とした．隅角部は地盤上に設置された条件での挙動を

再現するため，固定ブロックは底版幅より小さくし，隅

角部がいずれの方向にも拘束されないモデルとした． 

実験断面への鉛直方向の軸力載荷装置からの集中荷重

と載荷位置，および水平方向の油圧ジャッキからの集中

荷重と載荷位置は，その荷重により発生する曲げモーメ

ントの分布形状や曲げモーメントおよび軸力の値を，再

現性が高くなるように常時荷重による分布や値にできる

だけ近づけることで決定した．図-6に常時荷重による設

計断面の発生断面力，集中荷重による実験断面の発生断

面力を示す．ここで，両アーチともジャッキの集中荷重

によって実際の土圧の様な分布荷重による断面力分布お

よび断面力値を完全に一致させることは困難であった．

そのため， 2ヒンジアーチでは正負交番荷重により，は

じめに損傷を受けると考えられる側壁基部に着目し，そ

この断面力を合わせることにより集中荷重の作用位置お

よび大きさを設定した．3 ヒンジアーチでは，図-6 c）

に示すように実験断面のアーチ外側に設計断面では発生

しない大きな曲げが発生するため，実験断面外側の鉄筋

量を構造細目における最大である有効断面積の 2％10）を

上限とした鉄筋補強を行った．それにより，アーチ外側

が内側よりも先に終局に達することがなく，常時荷重に

よる断面力に実験断面の断面力ができるだけ近くなるよ

うに，荷重値および作用位置を決定した．  

実験の荷重と載荷位置は，2 ヒンジアーチの場合は図

-5 b）に示すように鉛直方向には 240kNの荷重を頂版ア

ーチ中央から 1450㎜の位置 2点に，水平方向には 80kN

の荷重を底版下面より3600㎜の位置へ載荷，3ヒンジア

ーチの場合は図-5 d）に示すように鉛直方向には 160kN

の荷重を頂版アーチ中央から750㎜の位置2点に，水平

方向には200kNの荷重を底版下面より2275㎜の位置へ載

荷することとした．図-6 a）b）に示すように，2ヒンジ

アーチの側壁基部は，モーメントが設計断面 174.1kN･m

に対し実験断面では173.2kN･m，軸力が設計断面238.5kN

に対し実験断面 240.7kN であり，図-6 c）d）に示す 3

ヒンジアーチの内側は，モーメントが設計断面18.5kN･m

に対し実験断面では25.6kN･m，軸力が設計断面259.9kN

に対し実験断面では206.1kNとなった． 

a）2ヒンジアーチ 

b）3ヒンジアーチ 

図-8 実験セットアップ図（単位:㎜） 

 a) 2ヒンジアーチ    b) 3ヒンジアーチ 
 

図-9 層間変形角の定義 

図-10 水平荷重-層間変形角の関係（2ヒンジアーチ） 
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図-7 a）b）に実験供試体の寸法および配筋要領を示す．

実験供試体の縮尺については，2ヒンジアーチは1/2，3

ヒンジアーチは約1/2（内空幅の比4800/8500=0.5647）

とし，供試体の配筋は実大の解析モデルで決定した鉄筋

量に対し断面積比を合わせて決定した． 2ヒンジアーチ

供試体のヒンジ部に使用する曲がりボルトについても，

実大サイズでの規格M24の断面積の1/2に近いM16とし

た．図-8に実験セットアップ図を示す．初期荷重の載荷

位置や大きさについてもそれぞれの縮尺を乗じたものと

し，2ヒンジアーチは鉛直荷重 120kNを頂版アーチ中央

部から725mmの位置に2点載荷，水平荷重40kNを底版下

面より1800mmの位置に載荷，3ヒンジアーチは鉛直荷重

90kNを頂版アーチ中央部から 424mmの位置に 2点載荷，

水平荷重は113kNを下面より1285mmの位置に載荷した． 

正負交番載荷実験に先立ち予備載荷を行い，鉄筋ひず

みが1725μ（供試体に使用した鉄筋SD345の降伏強度の

a）層間変形角1.3% 

（初降伏時） 

b）層間変形角2.2% 

（最大荷重時） 

c）層間変形角4.4% 

（荷重低下前） 

d）層間変形角6.0% 

（載荷終了時） 

図-11 供試体損傷過程図（2ヒンジアーチ） 

側壁基部で 

初降伏 

隅角部への 

斜めひび割れ 

側壁基部の 

降伏範囲拡大 

ヒンジの接触による剥落 

隅角部付近の剥落 

側壁付け根から 

隅角部付近の剥落 

i) ヒンジ外側 

写真-4 終局状況写真（2ヒンジアーチ） 

e) 側壁基部外側 

f) ヒンジ回転状態 

接触による剥落 

d) 側壁基部内側 

g) ヒンジ回転状態 

h) ヒンジ内側 

a）全景（矢印は撮影方向を示す） 

↑ 

側壁 

←底版 

c）隅角部損傷（下側） b）隅角部損傷（上側） 

頂版 ヒンジ 

底版 

b) 

c)下から撮影 

←d) 

 

e)→ 

i)→ 

h)→ 

隅角部 

↑側壁 

底版 

 

隅角部（下側） 

剥落あり 

 
隅角部（上側） 

↓底版 

 

↑側壁 

付け根付近に損傷集中 

 剥落なし 

←底版 

↑ 

側壁 

付け根から隅角部

にかけて損傷 



⑮-1  性能規定化に対応した新形式道路構造の評価技術に関する研究 

 

 

 - 7 - 

規格値をヤング係数 2.0×105N/㎜ 2で除した値）を超え

た時点でのアーチクラウンに発生した水平変位を基準変

位として定めた．予備載荷の結果，基準変位は2ヒンジ

アーチδ0=22㎜，3ヒンジアーチδ0=7㎜となった．層間

変形角は図-9 に示すように頂部での変位を底版軸線位

置から頂版軸線位置までの高さで除して算出する．載荷

手順は，図-8での右へ押す方を正方向とし，まず正方向

載荷として，鉛直荷重を保持した状態で，右側のジャッ

キを初期荷重（2ヒンジは40kN，3ヒンジは113kN）を保

持するように制御し，左側のジャッキを所定の変位まで

押し込み載荷を行った．次に負方向載荷として左側のジ

ャッキ荷重を低減し，左側のジャッキが初期荷重となっ

たころで，左右のジャッキの制御方法を荷重から変位に

入れ替え，同様の手順にて載荷を行った．この正負の水

平載荷を1サイクルとし，基準変位の整数倍を各ステッ

プ3サイクルずつ繰り返す漸増載荷を行った．載荷は水

平載荷装置の荷重が最大の 80％を下回る時点まで行う

こととした． 

3.2.2 計測項目および確認事項 

計測項目および確認項目は，損傷過程を確認するため，

鉄筋降伏などの損傷イベントが発生した時の荷重値と層

間変形角との関係，終局状態の確認のため，終局時の荷

重と変形との関係，載荷中のヒンジの回転挙動とした．

また，カルバート指針では，ヒンジにより部分的な破壊

がカルバート全体の崩壊につながる可能性が懸念事項と

記載されているため，終局時におけるヒンジの脱落の有

無などの確認も行った． 

3.3 実験結果 

3.3.1 2ヒンジアーチの損傷過程および終局状態 

正負交番載荷における水平荷重と層間変形角との関係

を図-10 に示す．水平荷重は左右のジャッキ荷重の合計

値で，初期荷重時からの増減分を示している． 

損傷過程は左右側壁基部の外側鉄筋が基準変位の層間

変形角1.3%で降伏し，続いて内側鉄筋の降伏が層間変形

角2.2％で発生した．その時の損傷状態をそれぞれ図-11 

a）b）に示す．同時に層間変形角2.2%時に隅角部へ斜め

方向のクラックの発生が見られる．最大荷重は正側

165.7kN，層間変形角+2.2％で達し，それ以降は最大の約

95%以内の荷重が層間変形角 4.4%まで保たれた．層間変

形角 3％で隅角部に斜め方向ひび割れが目立ち始め．正

負とも層間変形角が約4.4%を過ぎたあたりから，荷重が

低下し終局に至った．荷重低下が起こり始めた時点での

損傷状態を図-11 c）に示す．側壁付け根のかぶりコンク

リートの剥落はこの時点から確認され始めている．載荷

終了の終局状態における供試体を図-11 d）および写真-4

に示す．大きな損傷は写真-4 b）c）に示すよう，側壁付

け根から隅角部にかけ，大きなひび割れやかぶりコンク

リートの剥落などが見られた．このことから，終局時に

荷重低下を引き起こした要因は，早くから鉄筋が降伏し

ているが，かぶりコンクリートの剥落のない側壁基部で

はなく，隅角部での損傷であると考えられる．隅角部は

設計では一般に剛域と見なしている部位であり，終局時

においても，高い耐力を有しているべきであると考えら

れる． 

図-12 水平荷重-ヒンジ回転角の関係（2ヒンジアーチ） 

図-13 2ヒンジアーチ内空変形量と鉛直荷重の推移 

図-14 水平荷重-層間変形角の関係（3ヒンジアーチ） 

 



⑮-1  性能規定化に対応した新形式道路構造の評価技術に関する研究 

 

 

 - 8 - 

図-12 に水平荷重とヒンジの回転角との関係を示す．

ヒンジの挙動は回転角を計測する変位計が途中でストロ

ーク不足を起こしたため，層間変形角3.8%までの計測で

あるが，ヒンジは荷重に従った安定した回転挙動を示し

た．終局時においても，ヒンジの閉合による接触のため

にコンクリートの部分的な剥落が見られたが，頂版の崩

落の原因となるようなヒンジの破壊や脱落などの現象は

見られなかった． 

図-6 a）に示すように再現解析では頂版内側および底

版内面において実験断面の曲げモーメントが設計断面に

比べ大きく出ており，実際に実験では予備載荷の段階で

この箇所に曲げクラックを観測した．しかしながら，そ

の後の正負交番載荷によってこの部位への鉄筋降伏や大

きな変形などは発生しておらず，この部位の初期の損傷

はその後の損傷過程や終局状態に大きな影響を与えるも

のではないものと考えられた． 

層間変形角の増加による内空変形量と鉛直荷重の推移

を図-13 に示す．内空変形量がプラスになった場合は内

空寸法の増加を，マイナスになった場合は減少を示す． 2

ヒンジアーチは載荷に従い，内空高さが減少，内空幅が

増加しており，扁平な形状になったことが伺える．ここ

で鉛直土かぶり圧を模した初期の鉛直荷重との関係を見

（a）層間変形角0.24% 

（初降伏時） 

（b）層間変形角2.1% 

（最大荷重時） 

（c）層間変形角2.4% 

（荷重低下前） 

（d）層間変形角2.9% 

（載荷終了時） 

内側の 

ひび割れ 

外側鉄筋 

降伏 

コンクリート剥

落発生 

図-15 供試体損傷過程図（3ヒンジアーチ） 

図-16 水平荷重-ヒンジ回転角の関係（3ヒンジアーチ） 

写真-5 終局状況写真（3ヒンジアーチ） 

b）アーチ内側終局状況 

a）全景 

c）載荷位置終局状況 

d）クラウンヒンジ e）脚部ヒンジ 

クラウンヒンジ 

終局箇所 

荷重載荷位置 

終局箇所 

脚部ヒンジ 脚部ヒンジ 

図-17 3ヒンジアーチ内空変形量と鉛直荷重の推移 
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ると，2 ヒンジアーチは載荷に従い扁平形状と化し，頂

版が内空側へ変形したため，終局時の鉛直荷重が初期鉛

直荷重値以下となったと考えられる．しかしながら，約

90%の鉛直荷重は保持されており，また実際に終局を迎え

た供試体もアーチ形状は維持されていた．このことより， 

2 ヒンジアーチは終局後であっても土かぶり荷重によっ

て断面が潰されるような崩壊には至らず，内空断面が維

持されるものと考えられる． 

次に変形能による評価を行った．一般に高次不静定構

造である地中構造物は，一部の部材が損傷しても構造物

全体の崩壊には直結しないとされている 11）．そのため限

界状態の評価には個別の部位の耐力ではなく，構造物全

体の変形能の指標である層間変形角に着目する考え方が

ある 12）．その場合，カルバートの崩壊が所定の層間変形

以内では起きないことを確認することが重要となる．具

体的な変形能として，例えば 1％13）などが存在するが，

ここではカルバートの設計指針の中では大きな数値であ

る2％（=1/50）14)を目安として評価する． 

図-10から，荷重は層間変形角 1.5%でピークを迎えた

が，好ましくない隅角部の損傷の発生は 2%以降であり，

最終的には4%以上の変形能を示した．地中構造物の変形

は地盤のせん断変形に支配されており，兵庫県南部地震

における非液状化地盤でのせん断ひずみは 1％弱 15)であ

ったことを考慮すると，目安とした 2％は安全側である

と言える． 

3.3.2 3ヒンジアーチの損傷過程および終局状態 

荷重と層間変形角の関係を図-14 に示す．供試体の損

傷過程については，まず基準変位に至る前の予備載荷に

おいて，アーチ部材の外側に多数の曲げひび割れが分散

して発生した．次に，図-15 a）に示すように層間変形角

0.24%でアーチ部材の載荷点位置の鉄筋が降伏した後，荷

重が徐々に増加するとともに，アーチ部材の内側に曲げ

ひび割れが発生した．図-15 b）の層間変形角 2.1%にお

いて最大荷重 99.9kNに達した後，図-15 c）の層間変形

角2.4%において，アーチ部材の載荷点位置の曲げ損傷に

より急激に荷重が低下し終局を迎えた．終局時の損傷状

況を図-15 d）におよび写真-5 に示す．写真-5 a）より，

終局状態では載荷点位置のアーチ部材がヒンジ化してい

ることがわかる．載荷点位置の内側には写真-5 b）c）に

示すような曲げ損傷が発生していた．写真-5 d）e）に示

すクラウン部のヒンジと脚部のヒンジについては，アー

チ部材の曲げ損傷により供試体が終局状態に至るまで，

ヒンジが外れるような脆性的な破壊は生じることはなく

ヒンジ機能は保持されていた．ただし，写真-5 e）に示

すように，基礎コンクリートにはせん断力によるひび割

れが発生しており，荷重条件や構造条件によっては，基

礎コンクリートにせん断破壊が発生し，アーチ部材の脚

部の支持機能が失われる可能性がある． 

水平荷重とヒンジ回転角の関係を図-16に示す．なお，

ヒンジの回転角を計測するための変位計が載荷途中で外

れたため，図-16では層間変形角 2.4%までの計測値を示

している．クラウン部のヒンジは±1°の範囲で，脚部

のヒンジは-4°から 2°の範囲で安定して挙動しており，

脱落による終局ではないことが確認できる． 

載荷装置が集中荷重のため，設計断面力を実験供試体

には完全に再現できず，載荷初期にアーチ外側に鉄筋降

伏が発生したが，その後の終局状態はアーチスパン中央

付近の内側での曲げ圧縮破壊にて至っており，アーチ外

側の損傷が終局の要因となる割合は小さいと考える． 

3 ヒンジアーチの層間変形角の増加による内空変形量

と鉛直荷重の変化を図-17に示す．3ヒンジアーチは載荷

に従い内空高さは増加，内空幅は減少しており，凸型の

尖頭形状になっている．初期の鉛直荷重との関係を見る

と，3 ヒンジアーチは終局後に断面が尖頭形状となり，

クラウンが上へ押し上げられたため，初期鉛直荷重以上

の荷重が作用している．よって，地震力により終局に至

った断面においても，鉛直荷重を保持できており，終局

後も断面が潰されるような崩壊は起こらないと考えられ

る． 

変形能は図-14より 3ヒンジアーチは層間変形角が 2%

を過ぎるまで荷重はゆるやかな上昇を続けていることよ

り，少なくとも2％以上を有していることが確認できた． 

 

4.   細長比パラメータが大きい供試体も含む電縫鋼管

に対する正負交番載荷試験 

4.1  実験概要 

4.1.1  載荷装置 

正負交番載荷実験の状況を図-18 に示す．軸力ジャッ

キにはスライド装置を設置した．細長比パラメータ λが

大きい供試体 2-1 および 2-2 は，実験施設の制約により

横置きとし，そのほかの λが小さい供試体 1-1 も同様に

行った．重力の影響を受けないように供試体と受け台の

間には摩擦を防ぐためボールベアリングを設置し，基部

はアンカーボルトにより反力壁に固定した． 

4.1.2  供試体 

実験供試体は表-2に示す3体とし，鋼管は JIS規格の

SKK490とした．なお，t=6mmの供試体は同一鋼板の鋼

管より製作した．鋼管軸方向から採取した試験片による 
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引張試験の結果は図-19 に示す通りで，いずれも降伏比

は大きく，板厚が厚いほど顕著であった． 

供試体 1-1 の寸法諸元は，実験の指標として道示Ⅴで

規定される円形断面のコンクリートを充填しない鋼製橋

脚のM-関係の適用条件を満足するように設定した．供

試体 1-1 に対して，供試体 2-1 は適用条件外で λを大き

く，供試体2-2はさらにRtを小さくなるように設定した． 

4.1.3  載荷方法 

載荷方法は，既往の研究と同様に一定軸力を保持した

状態で水平力は正負交番繰り返し載荷とした．一定軸力

は設計で想定する最大値とし，供試体 1-1 は公称降伏軸

力の 20%，供試体 2-1 および 2-2 では 15%に相当する荷

重とした．水平力は変位制御で与えることとし，その大

きさは基準とする水平変位の整数倍を片振幅として，

±1，±2・・・の要領で漸増させることにより与え

た． 

4.2  実験結果 

水平荷重－水平変位関係の実験結果を図-20(a)～(c)

に示す．最大水平荷重点付近の供試体の基部近傍には面

外変形を確認した．その後，局部座屈の進展に伴って水

平荷重が低下した．座屈モードとしては，写真-6に示す

鋼管の全周方向にわたり外側にはらみ出す提灯座屈であ

り，水平載荷方向に配置した電気抵抗溶接部も一般部と

同様の座屈変形であった．この挙動は，供試体3体全て

に共通して認められた． 

水平荷重－水平変位関係の正側載荷の結果を降伏水平

力PyM，降伏水平変位yMで除して無次元化した包絡線を

図-21 に示す．なお，PyMおよびyMは，材料降伏応力度

yMを用いて算定した．供試体2-2の包絡線は，最大水平

荷重点を確認後，軸力ジャッキのスライド装置の可動限

界の都合により，局部座屈が進展し耐荷力が大きく劣化

するループまでは載荷していない．図-21 より， λの大

きい供試体2-1および2-2は，供試体1-1と比較して特に

Pmax/Pyの値が小さくなっている． 

最大水平荷重Pmaxおよび最大水平荷重時変位mについ

て，SM490を対象とした以下の式 16) (1)および(2)による

予測曲線と実験結果を比較したものを，それぞれ図-22

および図-23に示す． 

図-19 引張試験結果 図-18 正負交番載荷実験の状況 

載
荷
点

高
さ

 
h

供試体

反力壁

軸力 N

水平力 P

表-2 供試体緒元 

図-20 水平荷重－水平変位関係 

(a) 供試体1-1 (b) 供試体2-1 (c) 供試体2-2 

供試体 1-1 2-1 2-2

直径D (mm) 318.5 318.5 318.5      

板厚t (mm) 6.0 6.0 14.3        

鋼　種 SKK490 SKK490 SKK490

降伏応力σ yM (MPa) 487 487 553         

引張応力σ uM (MPa) 570 570 623         

載荷点高さh (cm) 157.0      348.0      348.0      

径厚比ﾊﾟﾗﾒｰﾀR tN 0.068 0.068 0.028      

径厚比ﾊﾟﾗﾒｰﾀR tM 0.105 0.105 0.049      

細長比ﾊﾟﾗﾒｰﾀλ N 0.357      0.792      0.814      

細長比ﾊﾟﾗﾒｰﾀλM 0.444      0.985      1.079      

軸力比 N/N yN 0.20        0.15        0.15        
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ここに， 0.04≦Rt≦0.12 ， 0.285≦ λ ≦0.503 および

0.10≦N/Ny≦0.30である． 

予測式の適用条件を満足する供試体 1-1 の耐荷力およ

び変形性能は，予測曲線と良い一致が見られる．予測式

の λの適用条件外である供試体 2-1 は，供試体 1-1 と比

較して， λの影響により耐荷力および変形性能は低下し

ている．また Rtが小さい供試体 2-2 は，供試体 2-1 と比

較して耐荷力および変形性能は同程度である． 

一般に SM490 の鋼板を用いたベンディングロール鋼

管の場合は，径厚比を小さくすると耐荷力および変形性

能が向上するが，当該供試体は図-19 に示す通り降伏比

が高いことが実験結果に影響していると考えられる． 

4.3  許容変位時に対応するひずみの試算 

鋼製橋脚の正負交番載荷実験結果に基づき，M-モデ

ル設定手法 17)により許容変位a時に対応するひずみaを

試算した．a を降伏ひずみy で除した値と径厚比パラメ

ータ Rtとの関係は図-24に示す通りである．図中には道

示Ⅴで規定される算定式も併記しており，供試体 1-1 は

その延長線上付近にプロットされる．供試体 2-1 は，供

試体 1-1 と比べると λの影響により僅かに低下している．

供試体 2-2 のaは，耐荷力および変形性能の結果と同様

に，降伏比の影響により供試体 2-1 の試算値と同程度で

あり，板厚を厚くしてRtを小さくした効果が現れなかっ

た． 

5.  フーチングを有しない一柱一基礎構造における水

平方向地盤抵抗特性 

5.1  遠心場における実験概要 

5.1.1  遠心載荷装置 

一柱一基礎構造の水平方向地盤抵抗特性を調査するた

め，遠心載荷模型実験を実施した．本実験は，国立研究

法人土木研究所の中型遠心力載荷実験装置を利用し，遠

心加速度25G下で実施した． 

5.1.2  検討ケース 

類似構造物における実績より，外径 500mm×板厚

図-22 Pmax/Pyの比較 図-23 m/yの比較 図-24 aの試算結果 

写真-6 実験終了時の座屈状況（供試体2-1） 図-21 包絡線の比較（正側載荷） 
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9mmの鋼管で杭長8mの実物を想定した．対象は，表-3

に示す3ケースであり，柱高の違いによる影響と支持層

上部の土質の違いがそれぞれ地盤抵抗特性に与える影響

を調べた．いずれも杭と地盤との相互作用に着眼するた

め，単純な1本柱モデルを対象とした． 

5.1.3  供試体 

遠心載荷装置に搭載した供試体の一例（Case 1-1）を図

-25 に示す．土槽には，内寸：幅 800mm×高さ 605mm

×奥行 500mm の鋼製剛土槽を用いた．杭先端は十分強

固な支持層に根入れしているものと想定し，土槽底部に

打設した石膏に2D（ここに，Dは杭径）差し込んで固化

させた．したがって，本実験における杭先端の支持条件

は，固定端となっている．柱頭部は十分に剛な鋼製治具

（以下，固定治具と称す）に 2D 程度差し込んだ状態で

石膏により強固に拘束した．ジャッキと固定治具は，鉛

直および回転方向を自由とし，水平変位のみに追随する

機構を持たせた連結治具により接続した．ただし，柱高

が高いCase 1-2においては，ジャッキと治具の取り合い

から回転方向のみ自由とした． 

5.1.4  模型地盤および柱－杭の模型 

模型地盤は，1 層あたりの仕上がり厚と地盤試料投入

量により地盤密度を管理できる突き固め法で作成した．

砂質土層および粘性土層の地盤試料には，東北桂砂7号

およびDLクレーとカオリンクレーの混合土（混合比3:2）

をそれぞれ使用した．Case 1-1 および 1-2 では，相対密

度 Dr=80%の比較的密な地盤を石膏層上に作成した．ま

たCase 2では，締固め度Dc=90%を目標とし，Case 1と

同じ層厚で模型地盤を作成した．なお，各地盤試料に対

する室内試験結果は表-4に示す通りである． 

柱－杭は，模型の曲げ剛性と実物のそれを等価にする

こと 18)を目的とし，外径20mm×板厚1.2mmのアルミ管

を使用した．アルミ管の主要諸元ならびに実構造想定値

を表-5にそれぞれ示す． 

5.1.5  載荷および計測方法 

供試体を遠心載荷装置に搭載し，遠心加速度を25Gで保

持後，図-26に示す載荷パターンによる正負交番 3 サイ

クル繰り返し水平載荷試験を行った．載荷は，変位制御

により，0.05D からジャッキ最大ストロークに相当する

1.25Dまで，繰り返し載荷を0.05D刻みで漸増させた． 

計測項目は，載荷点における水平荷重Pおよび変位top，

地表面+1D の位置における水平変位g，固定治具上面 2

箇所の鉛直変位である．またアルミ管内部の各深度に設

置した1対のひずみゲージにより軸ひずみの深度分布も

併せて計測した．なお，地表面には予め標点を配置し， 

表-4 各地盤試料の室内試験結果 

図-25 遠心模型実験に用いた供試体（Case 1-1） 

800 

490 310 

柱－杭模型 
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表-5 柱－杭の主要諸元 

(b) 側面図 

(a) 平面図 
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表-3 遠心場における載荷実験ケース 

(単位：mm) 

(単位：mm) 

項目 記号 単位 供試体
実構造

(ターゲット)

杭径 D mm 20 500

板厚 t mm 1.2 9.0

材質 － － アルミ 鋼

弾性係数 E MN/m
2

6.88×10
4

2.00×10
5

降伏応力度 y MN/m
2 255.4 235

断面積 A m
2 90.2

1.18×10
3

1.77×10
4

降伏ひずみ  y m 3.71×10
3

曲げ剛性 EI MNm
2

2.16×10
-4 83.7

断面二次
モーメント

I m
4

3.14×10
-9

4.18×10
-4

伸び剛性 EA MN 6.21×10
6

3.54×10
9

8m

砂質土

柱長

杭長

土質 粘性土

5m 10m 5m

項目 Case 1-1 Case 1-2 Case 2

締固め度 D c

混合土

変形係数 E 50 MN/m
2

せん断抵抗角 d 度 45.1

粘着力 c d kN/m
2 6.3

相対密度 D r %

圧密応力 c kN/m
2

項目 記号 単位 7号硅砂

30, 60, 90

78.5 ～ 80.6

11.0 ～ 31.3

30, 60, 90

-

10.6 ～ 26.0

% - 90.2 ～ 90.4

31.1

12.3
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実験前後における地表面の相対変位もそれぞれ計測した． 

5.2  遠心場における載荷試験結果 

5.2.1  荷重－変位関係に基づく考察 

図-27にP-topの応答履歴曲線を示す．図(a)および(b)

はCase 1-1および2に対する結果をそれぞれ代表として

示しており，横軸の変位は杭径 D で無次元化している．

いずれのケースにおいても，試験により確認できた最大

水平力は 0.4kN 程度であり，大きな違いはない．その一

方で，履歴曲線の形状は砂質土の Case 1-1 と粘性土の

Case 2 で異なっている．すなわち，Case 1-1のP-top曲線

は除荷後に有意な残留変位が生じ，再載荷勾配は過去の

最大点を指向するのに対し，Case 2では除荷後の残留変

位が小さく，原点を指向する傾向があることが分かる．

このような違いが生じた要因については，残留変位の増

加傾向や地盤の塑性化の進展状況，杭の変形等を分析す

るとともに，突出長が短い場合の結果との比較なども踏

まえた上で確認する必要があるが，その一因としては，

図-31で示す地盤の破壊性状の違いが考えられる． 

図-28は，各ケースにおけるP-top曲線の包絡線を示し

ている．いずれの結果においても，top/D≦1 の範囲では

水平荷重の急激な低下は見られず，ジャッキ最大ストロ

ーク時においてもなお耐荷力を有していることがわかる．

図中●と▲印は，ひずみ計測により得られた杭体初降伏

時を示しており，そのときのtop/DはCase 1-1およびCase 

2ともに約0.9であった．また柱高の高いCase 1-2では，

top/D≦1 の範囲において杭体の降伏は認められなかった．

ただし，その勾配は3ケースの中で最も小さい． 

一方図-29 は，地際部で計測されたgに着目して P-g

関係を得た結果である．図示したのは，図-28 で示した

top/D≦1 における結果である．図中破線の円でマーキン

グしたtop/D=1のときのgは，Case 1-2が最も小さく，次

いでCase 1-1，Case 2の順に大きい． 

以上の結果から，図-28 において Case 1-2 における

P-top関係の勾配が小さくなったのは，柱の曲げ変形に起

因するものであると推察される．このことから，本研究

で対象とする一柱一基礎構造では，柱高（突出長）の違

いにより全体の変形モードが異なり，その結果，水平方

向地盤抵抗特性にも違いが生じることが明らかになった． 

5.2.2  柱－杭のひずみ計測結果に基づく考察 

図-30は，top/D=0.5および1のときの柱－杭の軸方向

ひずみの深度分布を破線と実線でそれぞれ示したもので

ある．いずれもアルミ管内面のジャッキ側の値を抽出し

て表示しており，正が引張で負が圧縮を示す．地中部に

おける最大ひずみは，いずれのケースにおいても深度2D 

図-27 正負交番水平載荷試験による荷重－変位履歴曲線の例 

図-28 各検討ケースにおける荷重－変位関係の包絡線 

図-26 正負交番載荷パターン 

(a) Case 1-1 (b) Case 2 

載
荷
点
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平
変
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-1.0 
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n=3 

ジャッキ最大ストローク相当 
（1.25D=25mm） 

±0.05D刻み 

図-29 地際部変位gに着目した荷重－変位関係の包絡線 
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付近で生じている．top/D=1 のときの最大ひずみは，

Case1-1 と 2 において図中一点鎖線で示す降伏ひずみの

3700mを超えており，杭体は降伏している．一方，Case 1-2

では弾性域にとどまっている様子がみてとれる． 

5.2.3  地表面の相対変位 

図-31 は，載荷試験終了直後に測定した杭周辺地盤に

おける地表面相対変位である．図-31(a)に示すCase 1-1

では杭周辺の地盤が沈下しているのに対し，図-31(b)に

示すCase 2ではCase 1-1で見られたような杭周辺の地盤

の沈下は確認できなかった一方で，杭周辺に隙間やひび

われが生じていることが確認された．Case 2の地盤の粘

着力は高く自立性が高い．そのため，既往の研究 19)と同

様に杭との間に生じた隙間が埋まらず，除荷・再載荷時

には隙間が生じた領域の地盤抵抗が発揮されなかったこ

とが考えられ，このような地盤の抵抗特性の違いが図-27

の荷重－変位履歴曲線の違いとして現れた可能性がある． 

6  本年度の研究のまとめ 

本年度は，アーチカルバートの性能評価手法の確立の

一環として，ヒンジ式プレキャストアーチカルバートの

模型供試体を用いた正負交番繰返し載荷実験を行った．

また，フーチングを有しない一柱一基礎構造を対象とし，

まず，細長比パラメータの大きい供試体も含む電縫鋼管

の正負交番載荷実験を行い，その耐震性能について検討

を行った．次に，遠心載荷装置を用いた正負交番水平載

荷試験を行い，フーチングを有しない杭の水平方向地盤

抵抗特性について調べた．本年度の研究で得られた知見

を以下に示す． 

1) 2ヒンジアーチについて 

・ 損傷過程は側壁基部の主鉄筋が降伏した後，隅角部

の損傷が進み終局に至るものであった．また，ヒン

ジの回転性能は終局に至るまで損なわれることはな

かった． 

・ 今回の実験では隅角部の損傷が見られた．構造モデ

ルでは隅角部を剛域として設計することから，当該

部位に損傷が集中することは望ましくはなく，高い

耐力を有するべきと考えられる． 

・ 終局状態ではヒンジが脱落するような脆性的な破壊

や，カルバートが土かぶり荷重により押し潰される

ような崩壊の発生は確認されなかった． 

・ 変形能は兵庫県南部地震の非液状化地盤で確認され

た1%弱のせん断ひずみに対し安全で，かつ設計指針
13)から安全の目安とした層間変形角2％以上である

ことを確認できた． 

2) 3ヒンジアーチについて 

・ 損傷過程は，初めにアーチ外側の鉄筋が降伏したが，

最終的には曲げモーメントによる部材内部の圧縮破

壊にて終局に至るものであった．また，ヒンジの回

転性能は終局に至るまで損なわれることはなかった． 

・ 脚部ヒンジの基礎コンクリートへのせん断ひび割れ

が発生しており，アーチの支持機能が損なわれる可

能性もあるため，必要な対処が望まれる． 

・ 終局状態ではヒンジが脱落するような脆性的な破壊

や，カルバートが土かぶり荷重により押し潰される

ような崩壊の発生は確認されなかった． 

図-30 柱－杭のひずみ計測結果 図-31 載荷試験前後における地表面相対変位の分布 

(a) Case 1-1：砂質土における結果 

(b) Case 2：粘性土における結果 
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・ 変形能は兵庫県南部地震の非液状化地盤で確認され

た1%弱のせん断ひずみに対し安全で，かつ設計指針
13)から安全の目安とした層間変形角2％以上である

ことを確認できた． 

3) 細長比パラメータの大きい電縫鋼管について 

・ 電縫鋼管を用いた鋼製橋脚では，λが大きくなると，

特にPmax/Pyが低下する． 

・ 実験で使用した降伏比が高い電縫鋼管は，Rtを小さ

くしても一般のベンディングロールと同様の効果は

見られない． 

4) フーチングを有しない杭の水平方向地盤抵抗特性

について 

・ 遠心実験により確認した検討ケースにおいて，杭体

降伏前のP-top関係はほぼ線形であり，荷重の急激

な低下等は確認できなかった． 

・ P-top履歴特性は，砂質土と粘性土で最大点指向型と

原点指向型であった．これは，両者の地表面付近の

地盤抵抗特性の違いが一因と考えられる． 

・ 突出長の違いがP-top関係に与える影響は大きく，

突出が大きい場合，勾配が緩やかになることがわか

った． 
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Abstract ：The goal of this research is to propose the performance verification methods for new type road structures 

such as the continuous arch culvert , structures with the characteristic of both  earth structure and bridge, and 

structures composed of artificial materials which was located at the approach area of bridge . 

In FY2014, the cyclic lateral loading tests of the hinged precast arch culverts were performed for the purpose of 

confirming the damage process and ultimate state.  
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